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1. 小田川付替事業について 

1.1 事業概要 

小田川付替事業は、高梁川の支川である小田川について高梁川との合流位置を下流に付替え、高梁

川流域内で人口、資産が集中する倉敷市街地区間に位置する高梁川酒津地先、及び過去幾多の甚大な

被害等が生じている小田川合流点付近の洪水時の水位低下を図ることを目的とする。 

 

(1) 付替え河道の概要 

付替え河道の規模等の概要を表 1-1 に示す。 

 

表 1-1 付替え河道の概要 

延長 L＝3.4km 
計画流量 2,300m3/s 
代表川幅 W=約 200m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1 小田川付替事業の平面図 

1.2 環境影響評価の項目の選定 

環境影響評価の項目の選定については、表 1-2 に示すとおりである。 

 
 

表 1-2 小田川付替事業における環境影響評価の考え方 

工事の実施 

土地又は

工作物の

存在及び

供用 

 
                                                                影響要因の区分 

 
 
 
 
 
   環境要素の区分 

洪
水
を
分
流
さ
せ
る 

施
設
の
工
事 

掘
削
の
工
事 

堤
防
の
工
事 

貯
水
池
の
埋
め
戻
し
の

工
事 

小
田
川
付
替
え
河
道
の 

存
在
及
び
供
用 

大気質 粉じん等 ○  
騒音 騒音 ○  

大
気
環
境 振動 振動 ○  

土砂による水の濁り ○  ○ ○ 
健康項目  ○  ○  
富栄養化  ○  ○ ○ 

水質 

溶存酸素量  ○  ○ ○ 

水
環
境 

地下水の 
水質及び水位

地下水の水位    ○ ○ 

環境の自然的構成
要素の良好な状態
の保持を旨として
調査、予測及び評
価されるべき環境
要素 

土
壌
に
係
る
環
境 

そ
の
他
の
環
境

地盤 
地下水の水位の低下によ
る 
地盤沈下 

   ○ ○ 

動物 重要な種及び 
注目すべき生息地 ○ ○ 

植物 重要な種及び群落 ○ ○ 

生物の多様性の確
保及び自然環境の
体系的保全を旨と
して調査、予測及
び評価されるべき
環境要素 

生態系 地域を特徴づける生態系 ○ ○ 

景観 
主要な眺望点及び景観資
源 
並びに主要な眺望景観 

    ○ 
人と自然との豊か
な触れ合いの確保
を旨として調査、
予測及び評価され
るべき環境要素 

人と自然との 
触れ合いの活動の
場 

主要な人と自然との 
触れ合いの活動の場 ○ ○ 

環境への負荷の量
の程度により予測
及び評価されるべ
き環境要素 

廃棄物等 建設工事に伴う副産物 ○    

注 1）：○は、省令別表第 1 に示される参考項目及び小田川付替事業の内容を勘案して選定した項目を示す。 

注 2）：    第 4 回技術検討委員会説明内容 
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■ 小田川付替事業環境影響評価準備書(素案)の概要（1 / 4） 

項目 調査すべき情報 予測の手法 予測の結果 環境保全措置(案)の検討 事後調査 評価の結果 
大
気
環
境 

大
気
質 

粉
じ
ん
等 

・風向、風速 大気拡散予測式（プルーム
式）を基本とした予測式を用い
た解析による。 

【工事中】 
＜降下ばいじん＞ 
水江集落：6.20ｔ/km2/月 
柳井原集落：1.98ｔ/km2/月 
清音古地集落：0.10ｔ/km2/月 
南山集落：7.86ｔ/km2/月 
新田集落：1.69ｔ/km2/月 

 
各集落における最も高い予測値は上記に示すとおり

予測され、評価の基準（10 ｔ/km2/月）以下である。 

全ての予測地点で寄与量の参考
値を下回っているが、さらに環境
影響を低減させるための環境保全
措置の検討を行った。 

 
・散水の実施 
・排出ガス対策型建設機械の採用 
・工事用車両のタイヤ洗浄 
・作業方法の改善（アイドリング
ストップ等）の実施 

○

必要に応じた散水、
排出ガス対策型建設機
械の採用、工事区域の
出口における工事用車
両のタイヤ洗浄、作業
方法の改善(アイドリ
ングストップ等)を行
うことにより、環境影
響の程度が著しいもの
となるおそれがないと
判断し、実施しない。 

・回避又は低減の評価 
予測の結果は、全ての地点で評価の基準を

下回っているが、さらに環境影響を低減させ
るための環境保全措置の検討を行い、粉じん
等の発生を低減することとした。 
これにより、粉じん等に係る環境影響

が、事業者の実行可能な範囲内でできる限
り回避又は低減されていると判断する。 
・基準又は目標との整合性の検討 

予測結果と工事に係る降下ばいじんの寄与
量の参考値(10t/km2/月)との比較を行った。

その結果、全ての予測地点で、評価の基
準（寄与量の参考値）を下回っており、基
準との整合は図られていると判断する。 

騒
音 

騒
音 

・建設機械の稼動
に係る騒音レベ
ル 

・道路の沿道の騒
音レベル 

・地表面の種類 
・沿道の騒音が問

題となる学校等 
・騒音の遮蔽物と

なる地形等 
・自動車交通量 

＜建設機械の稼動に係る騒音レ
ベル＞ 

音の伝搬理論に基づく予測式
を用いた解析による。 

ただし、発破騒音について
は、「建設工事に伴う騒音振動
対策ハンドブック 第 3 版（社
団法人日本建設機械化協会、平
成 21 年）」に示されている発破
騒音との換算距離の関係を用い
た解析による。 
 
＜道路の沿道の騒音レベル＞ 

現況の沿道の騒音レベルに、
工事用車両の騒音レベルの負荷
分を加え、交通量、車速、道路
幅員等を用いた解析による。 

【工事中】 
＜建設機械の稼動に係る騒音レベル＞ 
水江集落：70dB 
柳井原集落：66dB 
清音古地集落：49dB 
南山集落：67dB 
新田集落：56dB 
各集落における最も高い予測値は上記に示すとおり

予測され、騒音規制法の規制基準（85dB）を下回る。 
（発破騒音については、影響が想定される清音古地集
落、南山集落、新田集落で騒音規制法の規制基準を下
回る。） 
＜道路の沿道の騒音レベル＞ 
水江集落：65dB 
南山集落：66dB 
新田集落：52dB 
各集落における最も高い予測値は上記に示すとおり

予測され、騒音に係る環境基準（70dB）及び自動車騒
音の要請限度(75dB)を下回る。 

全ての予測地点で騒音規制法の
規制基準、自動車騒音の要請限度
を下回っているが、さらに環境影
響を低減させるための環境保全措
置の検討を行った。 
 
＜建設機械の稼動に係る騒音＞ 
・保全対象の近傍における防音シ
ート等の設置。 

・低騒音型建設機械の採用。 
・作業方法の改善（アイドリング
ストップ等）の実施 

 
＜道路の沿道の騒音＞ 
・工事用車両の走行台数の平準化 

○

保全対象の近傍に防
音シート等の設置を行
うほか、低騒音型建設
機械の採用、作業方法
の改善(アイドリング
ストップ等)、工事用
車両の運行台数の平準
化を行うことにより、
環境影響の程度が著し
いものとなるおそれが
ないと判断し、実施し
ない。 

・回避又は低減の評価 
予測の結果は、全ての地点で評価の基準を

下回っているが、さらに環境影響を低減させ
るための環境保全措置の検討を行い、騒音の
発生を低減することとした。 
これにより、騒音に係る環境影響が、事

業者の実行可能な範囲内でできる限り回避
又は低減されていると判断する。 
・基準又は目標との整合性の検討 

予測結果と評価の基準（騒音規制法の規制
基準、騒音に係る環境基準、自動車騒音の要
請限度）との比較を行った。 
その結果、全ての予測地点で、評価の基

準を下回っており、基準との整合は図られ
ていると判断する。 

 

振
動 

振
動 

・建設機械の稼動
に係る振動レベ
ル 

・道路の沿道の振
動レベル 

・地盤の状況 
・地盤卓越振動数 

＜建設機械の稼動に係る振動レ
ベル＞ 

振動レベルの幾何減衰及び土
質の内部減衰を考慮した予測式
を用いた解析による。 
ただし、発破振動については、
「建設工事に伴う騒音振動対策
ハンドブック 第 3 版（社団法
人日本建設機械化協会、平成 21
年）」に示されている発破振動
との換算距離との関係を用いた
解析による。 
 
＜道路の沿道の振動レベル＞ 

道路交通振動レベルの 80 パー
セントレンジの上端値を予測す
ための式を用いた解析による。 

【工事中】 
＜建設機械の稼動に係る振動レベル＞ 
水江集落：55dB 
柳井原集落：48dB 
清音古地集落：25dB 
南山集落：53dB 
新田集落：32dB 
各集落における最も高い予測値は上記に示すとおり

予測され、振動規制法の規制基準（75dB）を下回る。 
（発破振動については、影響が想定される清音古地集
落、南山集落、新田集落で振動規制法の規制基準を下
回る。） 
＜道路の沿道の振動レベル＞ 
水江集落：39dB 
南山集落：44dB 
新田集落：35dB 
各集落における最も高い予測値は上記に示すとおり

予測され、振動規制法の要請限度（65dB）を下回る。 

全ての予測地点で振動規制法の
規制基準、自動車振動の要請限度
を下回っているが、さらに環境影
響を低減させるための環境保全措
置の検討を行った。 
 
＜建設機械の稼動に係る振動＞ 
・低振動型建設機械の採用。 
・作業方法の改善（アイドリング
ストップ等）の実施 

 
＜道路の沿道の振動＞ 
・工事用車両の走行台数の平準

化。 

○

低振動型建設機械の
採用、作業方法の改善
(アイドリングストッ
プ等)、工事用車両の
運行台数の平準化を行
うことにより、環境影
響の程度が著しいもの
となるおそれがないと
判断し、実施しない。 

・回避又は低減の評価 
予測の結果は、全ての地点で評価の基準を

下回っているが、さらに環境影響を低減させ
るための環境保全措置の検討を行い、振動の
発生を低減することとした。 
これにより、振動に係る環境影響が、事

業者の実行可能な範囲内でできる限り回避
又は低減されていると判断する。 
・基準又は目標との整合性の検討 

予測結果と評価の基準（振動規制法の規制
基準及び道路交通振動の要請限度）との比較
を行った。 
その結果、全ての予測地点で、評価の基

準を下回っており、基準との整合は図られ
ていると判断する。 

注) ○：環境保全措置を行う。―：環境保全措置を行わない。 
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■小田川付替事業環境影響評価準備書(素案)の概要（2 / 4） 

項目 調査すべき情報 予測の手法 予測の結果 環境保全措置(案)の検討 事後調査 評価の結果 
【工事中】 
工事中（付替え前）における柳井原貯水池からの濁水

は、濁水防止膜及び濁水処理施設により適切に処理した上
で放流することから、下流河川の土砂による水の濁りの変
化は極めて小さいと予測される。 
工事中（付替え後）における濁水は、濁水防止膜及び濁

水処理施設により適切に処理されることから、下流河川の
土砂による水の濁りの変化は極めて小さいと予測される。 
また、工事中の SS の環境基準の超過日数は、工事前と同

程度と予測される。 

工事の実施における土砂による水
の濁りは、全ての予測地点におい
て、変化はない又は変化が極めて小
さいと予測されることから、環境保
全措置は実施しない。 

― 

水
環
境 

水
質 

土
砂
に
よ
る
水
の
濁
り 

・浮遊物質量（SS） 
・濁度 
・粒度分布（出水時） 
・流量 
・降水量 
・表層地質 
・沈降特性 
 

藻類由来の SS 分を付
加した希釈混合モデル
による。 

【供用後】 
下流河川の土砂による水の濁りの変化は極めて小さいと

予測される。 
また、供用後の SS の環境基準の超過日数は、工事前と同

程度と予測される。 

土地又は工作物の存在及び供用に
おける土砂による水の濁りは、全て
の予測地点において、変化はない又
は極めて小さいと予測されることか
ら、環境保全措置は実施しない。 

― 

健
康
項
目 

・水中の砒素 
・鉛及び浮遊物質量（SS）の

濃度 
・底質中の砒素及び鉛の含有

量 
・流量 
・降水量 
・表層地質 
・沈降特性 

砒素及び鉛と SS の関
係式による。 

【工事中】 
柳井原貯水池からの濁水は、濁水防止膜及び濁水処理施

設により適切に処理されることから、下流河川の砒素及び
鉛の変化はないと予測される。 
また、工事中の下流河川の砒素及び鉛は、工事前と同じ

く、環境基準を超過しないと予測される。 

工事の実施における健康項目は、
全ての予測地点において、変化はな
い又は変化が極めて小さいと予測さ
れることから、環境保全措置は実施
しない。 ― 

【工事中】 
柳井原貯水池からの水位低下時の放流による下流河川の

富栄養化項目の変化は極めて小さいと予測される。 
また、水位低下工の放流による影響がある期間中におけ

る下流河川の BOD は、工事前と同じく、環境基準を超過し
ないと予測される。 

工事の実施における富栄養化は、
全ての予測地点において、富栄養化
への影響は極めて小さいと予測され
ることから、環境保全措置は実施し
ない。 

― 

  

富
栄
養
化 

・窒素化合物 
・燐化合物 
・溶存酸素量(DO) 
・ 生 物 化 学 的 酸 素 要 求 量

(BOD) 
・化学的酸素要求量(COD) 
・クロロフィル a 
・浮遊物質量(SS) 
・濁度 
・流量 
・水位 
・気象（気温、風速、湿度、

雲量、日射量） 
・水温 

鉛直方向を一層とし
た流下方向の一次元モ
デルによる。 

【供用後】 
下流河川の富栄養化項目は、いずれの項目も工事前より

低くなると予測される。 
また、供用後の下流河川の BOD の環境基準の超過日数

は、工事前より減少すると予測される。 

土地又は工作物の存在及び供用に
おける富栄養化は、全ての予測地点
において、富栄養化への影響は極め
て小さいと予測されることから、環
境保全措置は実施しない。 

― 

【工事中】 
柳井原貯水池からの水位低下時の放流による下流河川の

溶存酸素量の変化は極めて小さいと予測される。 
また、水位低下工の放流による影響がある期間中におけ

る下流河川の溶存酸素量は、工事前と同じく、環境基準を
超過しないと予測される。 

工事の実施における溶存酸素量
は、全ての予測地点において、変化
はない又は変化が極めて小さいと予
測されることから、環境保全措置は
実施しない。 

― 

  

溶
存
酸
素
量 

・溶存酸素量（DO） 
・気象（気温、風速、湿度、
雲量、日射量） 

・水温 
 

鉛直方向を一層とし
た流下方向の一次元モ
デルによる。 

【供用後】 
下流河川の溶存酸素量は、変化しないと予測される。 
また、供用後の溶存酸素量は、工事前と同じく、環境基

準を超過しないと予測される。 

土地又は工作物の存在及び供用に
おける溶存酸素量は、全ての予測地
点において、変化はない又は極めて
小さいと予測されることから、環境
保全措置は実施しない。 

― 

人の健康及び生活環境
に係る環境影響の程度が
著しいものとなるおそれ
がないと判断し、実施し
ない。 

・回避又は低減の評価 
水質については、工事の実施

における土砂による水の濁り、
健康項目、富影響化、溶存酸素
量並びに土地又は工作物の存在
及び供用における土砂による水
の濁り、富栄養化、溶存酸素量
について、調査、予測を実施し
た。 

水質に係る環境影響が、事業
者の実行可能な範囲内でできる
限り回避・低減されていると判
断する。 

 
・基準又は目標との整合性の検
討 

付替え河道より下流の高梁川
は、河川 B 類型に指定されてい
る。このことから、基準又は目
標との整合性の検討について
は、生活環境の保全に関する環
境基準の河川 B 類型との比較、
及び人の健康の保護に関する環
境基準との比較を行った。 
その結果、工事中の土砂に

よる水の濁り、健康項目、富
栄養化、溶存酸素量並びに土
地又は工作物の存在及び供用
における土砂による水の濁
り、富栄養化、溶存酸素量に
ついては、評価の基準（環境
基準）との整合は図られてい
ると判断する。 

注) ○：環境保全措置を行う。 
―：環境保全措置を行わない。 
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■小田川付替事業環境影響評価準備書(素案)の概要（3 / 4） 

項目 調査すべき情報 予測の手法 予測の結果 環境保全措置(案)の検討 事後調査 評価の結果 
【工事中】 
工事の実施において、柳井原地区における地下水

の水位は、柳井原貯水池に近い予測地点では、観測
水位の変動範囲よりも低下すると予測されるが、そ
の低下の程度は、かんがい期で 0.01m、非かんがい
期で 0.14m であり、変化は極めて小さいと予測され
る。 

水
環
境 

地
下
水
の
水
質
及
び
水
位 

地
下
水
の
水
位 

・地下水の水位 
・河川の水位 
・柳井原貯水池の水位 
・地層の分布（透水層、難透水層
の層厚及び分布） 

・地層の水理特性（透水係数） 
・地下水利用施設の諸元（位置、

利用目的、利用量等） 

有限要素法による飽和－不
飽和浸透流解析（三次元浸透
流解析モデル）による。 

【供用後】 
土地又は工作物の存在及び供用時において、柳井

原地区における地下水の水位は、観測水位の変動範
囲内に収まると予測される。 
 また、真備平野における地下水の水位は、小田

川の堤防直近の地点では、観測水位の変動範囲より
も低下すると予測されるが、その低下の程度は、か
んがい期で最大 0.11m、非かんがい期で最大 0.12m
であり、変化は極めて小さいと予測される。 

工事の実施、及び土地又は工
作物の存在及び供用における地
下水の水位は、変化は極めて小
さいと予測されることから、環
境保全措置は実施しない。 

― 

地下水の水位に係る環
境影響の程度が著しいも
のとなるおそれがないと
判断し、実施しない。 

 

・回避又は低減の評価 
地下水の水位に係る環境影響

が、事業者の実行可能な範囲内
でできる限り回避又は低減され
ていると判断する。 

【工事中】 
工事の実施において、柳井原地区における地下水

の水位の低下による地盤沈下量は極めて小さいと予
測される。 

 

土
壌
に
係
る
環
境
そ
の
他
の
環
境 

地
盤 

地
下
水
の
水
位
の
低
下
に
よ
る
地
盤
沈
下 

・地盤沈下の状況 
・地盤沈下の原因となる事象の有

無等の状況 
・地下水の水位 
・河川の水位 
・柳井原貯水池の水位 
・地層の分布（軟弱地盤の分布状
況、土質構成） 

・軟弱地盤の土質特性（圧密定
数、透水係数） 

 
 
 
 
 

mv 法による粘性土層（正
規圧密土層）の算定式によ
る。 

【供用後】 
土地又は工作物の存在及び供用において、柳井原

地区及び真備平野における地下水の水位の低下によ
る地盤沈下量は極めて小さいと予測される。 

工事の実施並びに土地又は工
作物の存在及び供用における地
下水の水位の低下による地盤沈
下については、地盤沈下量は極
めて小さいと予測されることか
ら、環境保全措置は実施しな
い。 

― 

地下水の水位の低下に
よる地盤沈下に係る環境
影響の程度が著しいもの
となるおそれがないと判
断し、実施しない。 

・回避又は低減の評価 
地下水の水位の低下による地

盤沈下に係る環境影響が、事業
者の実行可能な範囲内でできる
限り回避又は低減されていると
判断する。 

注) ○：環境保全措置を行う。 
―：環境保全措置を行わない。 
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■小田川付替事業環境影響評価準備書(素案)の概要（4 / 4） 

項目 調査すべき情報 予測の手法 予測の結果 環境保全措置(案)の検討 事後調査 評価の結果 
景
観 

主
要
な
眺
望
点
及
び
景
観
資
源
並
び
に

主
要
な
眺
望
景
観 

主要な眺望点
の状況、景観資
源の状況、主要
な眺望景観の状
況 

主要な眺望点及
び景観資源の改変
の 程 度 に つ い て
は、対象事業実施
区域との重ね合わ
せによる。 

主要な眺望景観
の変化については
フォトモンタージ
ュによる。 

【供用後】 
・主要な眺望点及び景観資源の改変の程度 
対象事業の実施により改変される主要な眺望点及び景観資源はないと予測される。 
 

・主要な眺望景観 
愛宕山公園：堤防護岸の存在による風致地区を望む主要な眺望景観の変化はないと

予測される。 
井原鉄道川辺宿駅：南山掘削部の法面の存在による風致地区を望む主要な眺望景観

の変化は極めて小さいと予測される。 
高梁川左岸堤防：堤防護岸の存在による風致地区を望む主要な眺望景観に変化が生

ずると予測される。 
川辺歩道橋：南山掘削部法面の存在による風致地区を望む主要な眺望景観に変化が

生ずると予測される。 

景観については、主要な眺
望点及景観資源の改変はな
い。主要な眺望景観について
は、眺望景観の変化があると
予測されることから、環境保
全措置の検討を行った。 
 
・周囲の自然地形に馴染んだ

風景となるような法面の緑
化の検討 

・周囲の自然地形に馴染んだ
風景となるような護岸の構
造の検討 

○ 

法面の植生の回復や護
岸の構造に配慮すること
により、環境影響の程度
が著しいものとなるおそ
れがないと判断し、実施
しない。 

・回避又は低減の評価 
予測の結果、環境保全措置

の検討を行い、主要な眺望景
観の変化の程度を低減するこ
ととした。 

これにより、景観に係る環
境影響が、事業者の実行可能
な範囲内でできる限り回避・
低減されていると判断する。

 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

主
要
な
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

人と自然との
触れ合いの活動
の場の概況、主
要な人と自然と
の触れ合いの活
動の場の分布、
利用の状況、利
用環境の状況 

主要な人と自然
との触れ合いの活
動の場の改変の程
度 、 利 用 性 の 変
化、快適性の変化
についての事例の
引用又は解析 

 

【工事中及び供用後】 
・改変の程度 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場のうち、船穂橋上流付近の水辺及び高梁川右岸
高水敷は対象事業実施区域と一部重なるが、事業計画から、歩道等の活動の施設又は場は
改変されない、と予測される。 

 
・利用性の変化 

高梁川左岸高水敷及び高梁川右岸高水敷は、アクセス性が変化せず、利用性の変化はな
い、と予測される。風致地区及び船穂橋上流付近の水辺における高梁川右岸側へのアクセ
スルートである締切堤防道路が利用できなくなるが、新設橋梁が整備されるため、アクセ
スルートは確保されることから、影響は極めて小さいと予測される。 

 
・快適性の変化 
風致地区：主な活動は「散策」であるが、特に水質の清浄さが求められる活動ではない。

親水性が求められる活動としては「釣り」が行われているが、「水環境」の予
測結果によると水質の変化による環境影響は極めて小さいと考えられる。よっ
て、主な自然との触れ合い活動（散策）及び親水性が求められる活動（釣り）
は維持される。 

船穂橋上流付近の水辺：主な活動は「釣り」であり、特に静穏さや風景が求められる活動
ではない。また、「水環境」の予測結果によると水質の変化による環境影響は
極めて小さいと考えられ、主な自然との触れ合い活動（釣り）は維持される 

高梁川左岸側高水敷：主な活動は「散策」であり、特に静穏さや風景が求められる活動で
はない。親水性が求められる活動としては「釣り」が行われているが、「水環
境」の予測結果によると水質の変化による環境影響は極めて小さいと考えられ
る。よって、主な自然との触れ合い活動（散策）及び親水性が求められる活動
（釣り）は維持される。 

高梁川右岸側高水敷：主な活動は「犬の散歩」及び「散策」であり、特に静穏さや風景が
求められる活動ではない。親水性が求められる活動としては「釣り」が行われ
ているが、「水環境」の予測結果によると水質の変化による環境影響は極めて
小さいと考えられる。よって、主な自然との触れ合い活動（犬の散歩、散策）
及び親水性が求められる活動（釣り）は維持される。 

主要な人と自然との触れ合
いの活動の場については、直
接改変されず、利用性の変化
はなく、アクセス性及び快適
性への影響は極めて小さいと
予測される。また、主な自然
との触れ合い活動が維持され
ると予測されることから、環
境保全措置の検討は行わな
い。 

― 

工事の実施並びに土地
又は工作物の存在及び供
用における人と自然との
触れ合いの活動の場の変
化に係る環境影響の程度
が著しいものとなるおそ
れがないと判断し、実施
しない。 

 
 

・回避又は低減の評価 
予測の結果、主要な人と自

然との触れ合いの活動の場は
直接改変されないと予測され
た。また、利用性の変化及び
快適性の変化における影響は
極めて小さく、主な自然との
触れ合い活動は維持されると
予測された。 
これにより、主要な人と

自然との触れ合いの活動の
場に係る環境影響が、事業
者の実行可能な範囲内でで
きる限り回避・低減されて
いると判断する。 

 

廃
棄
物
等 

建
設
工
事
に
伴
う
副
産
物 

無し 建設工事に伴う
副産物のごとの発
生の状況及び処分
の状況の把握 

【工事中】 
・建設発生土、コンクリート塊は転用利用するため外部への搬出はなく、環境の負荷
は生じないものと予測される。 

・脱水ケーキ 
貯水池の埋め戻しの工事からの濁水の処理により、脱水ケーキが発生すると予測さ

れる。 
・アスファルト・コンクリート塊 
対象事業実施区域内の既存道路の撤去により、対処を要するアスファルト・コンクリ
ート塊の発生量は約 310m3と予測される。 
・伐採木 
南山掘削部における伐採により、対処を要する伐採木の発生量は約 39,000m3 と予測

される。 

廃棄物等については、脱水
ケーキ、アスファルト・コン
クリート塊及び伐採木が発生
すると予測されることから、
環境保全措置の検討を行っ
た。 

 
・脱水ケーキについては、発

生の抑制を図る。 
・アスファルト・コンクリー

ト塊及び伐採木について
は、再利用を促進する。 

○ 

発生の抑制、再利用の
促進を行うことにより、
環境影響の程度が著しい
ものとなるおそれはない
と判断し、実施しない。 

・回避又は低減の評価 
予測の結果、環境保全措置

の検討を行い、廃棄物等に係
る環境影響を低減することと
した。 
これにより、廃棄物等に

係る環境影響が、事業者の
実行可能な範囲内でできる
限り回避又は低減されてい
ると判断する。 

 注) ○：環境保全措置を行う。 
―：環境保全措置を行わない。 
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3. 環境保全措置について 

3.1 環境保全措置の内容 

(1) 工事の実施における環境保全措置 

環境保全措置の検討の結果、工事の実施において実施する環境保全措置を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 工事の実施における環境保全措置 

環境保全措置 環境保全措置の内容 保全対象とする 
環境影響評価項目 

散水の実施 ・必要に応じて散水を行う。 粉じん等 
排出ガス対策型建設機械
の採用 

・排出ガス対策型建設機械を採用す
る。 

粉じん等 

工事用車両のタイヤ洗浄 ・工事区域の出口において工事用車両
のタイヤの洗浄を行う。 

粉じん等 

作業方法の改善(アイドリ
ングストップ等)の実施 

・作業方法の改善(アイドリングスト
ップ等)を行う。 

粉じん等 
騒音 
振動 

保全対象の近傍における
防音シート等の設置 

・防音シート等を設置する。 騒音 

低騒音型建設機械の採用 ・低騒音型建設機械を採用する。 騒音 
工事用車両の走行台数の
平準化 

・工事用車両の走行台数の平準化を行
う。 

騒音 
振動 

低振動型建設機械の採用 
 

・低振動型建設機械を採用する。 振動 

発生の抑制 ・脱水ケーキ：濁水処理施設による機
械脱水等を適切に行い、効率的に脱
水ケーキ化を行う。 

廃棄物等 

再利用の促進 
 

・アスファルト・コンクリート塊：中
間処理施設へ搬出し、アスファルト
塊の再利用を図る。 

・伐採木：住民等への無償配布等を行
い再利用を図る。 

廃棄物等 

 

(2) 土地又は工作物の存在及び供用における環境保全措置 

環境保全措置の検討の結果、土地又は工作物の存在及び供用において実施する環境保全措置を表 3-2

に示す。 

 

表 3-2 土地又は工作物の存在及び供用における環境保全措置 

環境保全措置 環境保全措置の内容 保全対象とする 
環境影響評価項目 

周囲の自然地形に馴染んだ風景
となるような法面の緑化を検討
する。 

法面の植生を回復する。 景観 

周囲の自然地形に馴染んだ風景
となるような護岸の構造を検討
する。 
 

護岸の構造に配慮する。覆土の採用。 景観 

 

4. 事後調査について 

大気環境、水環境、地盤環境、景観、人と自然との触れ合いの活動の場、廃棄物等については、事後

調査は実施しない。 


